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〔総説〕
集合住宅における居住者の管理参加について
斉藤広子 ・梶浦恒男
A study on inhabitant's participation in management of apartment housing 
HIROKO SArTO and TUNEO KAJIURA 
O.はじめに
本稿における 「集合住宅」とは複数の住戸が集合して
1棟を織成する住宅で，主には 「共同住宅」を指してい
る。
集合住宅は現在，都市の主要な住宅形態となっており，
その数は都心部では約4割をしめ，信-家に限ると約7害IJ
近くが集合住宅形態をとっている(表 1)。この数は今
後も益々増加していくものと考えられ，集合住宅ストッ
クの増加に伴い，その管理方法を考えていくことが重要
な課題になっている。
本稿は集合住宅の管理の概念と現状の課題を整理し，
集合住宅の管理方法を考えていく上で，居住者の管理参
加の方法を考えていくことが重要であることを説き，そ
のための必要な研究課題を明らかにしようとしたもので
表 1 建て方別会住宅の割合 全国
年----塁王方 一戸建て 長屋 共同住宅 その{也
1958 年 77.2 16.6 5.6 0.6 
1963 72.0 15.1 12.5 0.4 
1968 66.5 14.7 18.4 0.3 
1973 64.7 12.3 22.5 0.4 
1978 65.1 9.6 24.7 0.5 
1983全国 64.3 8.3 26.9 0.5 
<借家のみ> く19，8> <16，9> <62.8> < 0，5> 
1983市部 56.0 8.8 34.7 0.5 
<借家のみ> <17.9> <15.3> <66.3> < 0.5> 
1983 DID地峡 48.5 9.8 41.1 0，6 
<借家のみ> <16.2> <14.6> <68.9> < 0.3> 
< >内の数字は借家に限った場合の比率
住宅統計調査より
ある。
1.集合住宅管理とは
1. 1 集合住宅管理の定義
① 集合住宅の性質
住宅の特性として，まず公共財的性格と私的財的性格
をあわせてもっていることがあげられる。公共財的性絡
とは持家にしても借家にしても高価なもので，長期間利
用する耐久消費財であり，土地および社会的共同消費手
段とつながりがなければ機能しないという性格である。
一方，私的財的性格とは住宅が日常的な生活財であ り，
個別世帯が長期にわたり24時間継続的に専用利用し，そ
の間，他人が利用できないという排他性を有しているこ
とによる。
集合住宅においては居住者が共同で利用する共用部分
があり，復数の居住者が一つの建物に集って住むという
性格を持っているために，公共財と私的財の中間的な共
用財的性格もある。
② 集合住宅の管理
このような性格をもっ集合住宅は他の財のように簡単
に取り替えたり， 破棄したりできず， 生活し使いながら
管理を行っていく必要がある。
まず集合住宅の管理には三つの側面がある。まず第一
の側面として，維持管理的側面である。建物は自然や人
為的に朽ちていくものであるために，日常的な保守点検，
清掃や修繕，改善といった維持管理が必要である。維持
管理を十分に行わず，建物を放置したり，取り擁してい
くことで，住みごこちが悪くなり，資源や社会資本の無
駄使いになるとともに，生活文化や地域環境の破墳とな
り，地域社会にも影響を与えることになる。
二つめには生活管理的側面である。集合住宅の場合は
、ー ??
??
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複数の居住者が共同で生活をする場であるために，お互
いが気持ちよく生活していくためには共同生活様式を作
りあげていく，生活管理が必要であるo 通常，住宅管理
といえば物財に対する管理のみをさすことがある。その
場合，管理は建設と同時にはじまり，建物が消滅すると
終るという考え方である。一方，これに対して住居管理
という場合は山崎古都子が 「居住環境が備えている物的
条件を維持保全すると共に，その居住環境の中で展開さ
れている住生活の人的・社会的条件をつくり，整備すると
いう連続する行為の総体である」りと定義しているよう
に，住宅にまつわる人間関係や社会的条件ふ住居管理
のなかに含んでいる。また，住居管理の期間を山崎は結
婚という家庭の出発から家族の消滅までを指しており，
この考え方は住宅管理が住宅という建物に対応している
のに対し，住居管理は家庭に対応した考えであることを
示している。本研究の考え方として，集合住宅の管理と
は，建物およびその建物に住む居住者等，物財の管理お
よび人的・社会的条件をも含めて考えており，住宅管理
よりも住居管理に近い発想である。その為に生活面も含
めて考えている。しかし，管理の期間は，建物単位で考
えていくので， ["住居管理」の考え方とは異なり，家族
の発生時期ではなく，建物の竣工後と考えている。
三つめには維持管理と生活管理を合理的経済的に進め
ていくための運営(経営)管理的側面がある。この側面
のとらえ方として，経営管理と運営管理をわける考え方
がある 2)。扇田信，山崎は賃貸住宅における家賃の設定
や賃借入の選定などを 「経営管理」と し，分譲共同住宅
にみられる管理組合運営を「遂営管理Jとし，わけでと
らえている九また，中島明子は 「運営管理」と 「経営
管理Jをわけでおらず、これらを 「経営管理Jとよんで
いる.)。また，西村一朗も中島と同様に 「逮営管理」と
「経営管理」をわけでおらず これらを「経営管理」と
よんでいるが，経営管理には三側面を統括する側面もあ
り，全体を統括する経理管理システムという整理の仕方
をしている目。
住宅の経営とは 「人聞が居住する住宅の生産，供給，
流通，管理においてこれらの機能を営利目的，社会福祉
目的，往生活の維持の目的に基づいて遂行する主体の経
済的活動であるJ引。そこで，住宅管理における運営(経
営)的側面とは管理におけるそれらの活動が経済的に行
われるという一つの側面をとらえたものである。
今まで経営管理と運営管理をわける考え方もあったが，
その理由は，分譲住宅では 「管理組合運営行為」が運営
管理の中心の行為となり，賃貸住宅では「入居者の選定」
「家賃の決定」など賃貸経営業務が運営管理の中心の行
為になっているためである。どちらも目的に基づいて管
理を遂行する経済的側面であるが，分譲共同住宅では共
同管理としての入居者の選定や対価の決定という経営的
側面の管理がほとんどおこなわれておらず，賃貸住宅で
は総会のような所有者の意志決定の機会が，所有者個人，
所有者組織で内部的に行われているので，決定過程が社
会的な管理行為として表れてこないため， ["運営」と「経
営」が別々の側面のようにとらえられていたためである。
本研究では，所有形態に係わらず，集合住宅全体にわ
たる共通の側面で管理を整理していくために，維持管理
的側面，生活管理的側面，運営管理的側面の三側面の考
え方をとっている。
また，目的iこ基づいて管理を遂行するわけであるが，
集合住宅の管理の 「目的Jとして以下のものがあげられ
る。
第一の目的として 「居住性」の維持および向上があげ
られる。また，住宅は土地と結びついて不動産と して，
何度も市場にでるという性質があるために，投資の対象
となり，投機性を有している。借家の場合は営利の目的，
寄生性がある。そのために，集合住宅の管理は投資や営
利という財産性の維持，向上のためにも行われる。この
場合の財産性とは，収益時の財産価値(住宅を貸す場合
の価値)と処分時の財産価値(住宅を売る場合の価値)
とがある。そこで，第二の目的として「収益性J，第三
の目的として「処分性」があけ.られる。また，住宅が投
資の対象となる一方で，住宅とは基本的な生活財である
ために，それを誰人にも保障される必要がある。そのた
めに，住宅管理には社会福祉性・福利性も求められてく
る。第四の目的として 「福祉性」がある。最後に，集合
住宅の場合は地域に与える影響が大きく，不適正な建物
管理は地域社会に悪影響を与えることになり，管理に社
会的責任が求められてくる。そこで第五の目的として
「社会性」がある。
つまり，住宅管理の目的には使用価値ともいえる居住
性の維持向上のため，また交換価値といえる財産性のた
めがある。この場合の交換価値は使用価値を切り売りし
ているため収必性と処分性というこつがある。また，福
祉性，社会性が求められ，住宅特に集合住宅という性質
ゆえに管理には以上のような五つの目的が求められてい
る。
以上より，本研究における集合住宅の管理を定義して
みると，以下のとおりである。
「集合住宅で営まれる住生活を矛盾なく，またはより
発展させていくために，建物，施設等を維持管理し，個々
の生活や共同生活をコントロールし，それらを円滑に，
、 、
?
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表2.集合住宅の管理行為・
分譲住宅の場合 賃貸住宅の取合 側面 過程 周期
担当の 性質
仕方 頭脳専門半IJ断現地緊急
① 総会の招集 運営 執行 定期 単独 。
管総会の議長 運営 決定 定期 単独 。 。
者之Eコ、総会の設J録作成 運営 執行 定期 単独 。
の 1¥'1里記録簿の墜備 運営 執行 定期 単独 。
連貰f為I 管煙会祉の選定
運営 決定 長期 全員 。 。
符l'l1人の}必用 ・監督 運営 決定 日常 全/単 。 。
iiIi知事項の掲示 運営 執行 日常 単独 。
転売の斡旋 述手守 執行 日常 単独 。
入居条件の決定 運営 決定 定期 単独 。 。
胤おの募集師 |運営問胡 単独 。 。
② 組の決定 運営一定期J
単独
契約占の作成，締結 運営 決定 定期 単独 。 。
入 退去時の申し出の受付け運営 執行 日常 単独
居 退去時の資定，徴収 運営 執行 口常- 単独 。。。。. 
退 退去の勧告 運営 決定 日常
単独 。 。
去 契約の変更，解除 運営 決定 定期 単独 。 。
関 宣伝計|耐の立案 運営 決定 定期 単独 。
述 広告媒体物の作成，手配 述常 執行 定期 単独
fT 広報活動 運営 執行 定期 単独
為
入居1の申込問い合せ 執行 円常 単独
現地案内 運営 執行 日常 単独 。
空室の維持管理 維持 執行 日常 単独 。
住宅変更の斡綻 運営 執行 日常 単独
③ 家賃決定，改訂 |述営 決定 |定期 単独
。 。
| 家自撞千zTa 
家賃の徴収，催促 運営 執行 定期 単独
家賃の出納 運営 執行 定期 単独
運営 決定 定期l 単独
値上げの入居省への連絡.運営 執行 定期
交渉
決算書の作成 運営 執行 定期 単独 ]0
予算案の承認、 運営 決定 定期 。
決算書の承認 運営 決定 定期 。
予算案をたてる 述営 決定 定期 単独 O 。
関連行為
管理費改訂の決定 共益賃金額の決定 ・改訂 運営 決定 定期 全員 。
官慰費の催促 共盤沈の催促 運営 執行 定期 単独
管理費の徴収，出納 共径~~の徴収，.i!fl用 運営 執行 定期 単独 |
⑤ 共用部分のit'i掃 共用部分の清掃 維持 執行 日常 全/単| 。
清婦等
配木管のが'ihil 配水管の清掃 維持 。
縞j実・下e;Lの手入れ 植栽 ・下r:Iの下人れ 維持 執行定期金/単 。
の 蛍光燈の取符 維持 執行 日常 単独 | 。
f為T 長期不在省宅の維持 長路1.1'.{f:者宅の維持 維持 執行 円常; 単独 。
一一一
*集合住宅の管理行為のうち、各戸の専有(用)部分における各家庭個別の管理行為であるもの (例えば室内の清
掃)はのぞいている。ただし、専有(用)部分の行為でもその行為が他の居住告の生活や所釘省の管理方針に影
響を与える場合は含めている。
(3) 
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分譲住宅の場合 賃貸住宅の場合 側面 過程 周期 担当の
性質
仕方 頭脳専門判断現地緊急
⑥ 給水関係の保守点検 給水関係の保守点検 維持 執行 定期 単独
。 。
保守
汚水処理施設の保守点検 汚水処理施設の保守点検 維持 執行 定期 単独 。 。
エレベーターの保守点検 エレベーターの保守点検 維持 執行 定期 単独 。 。. 
電気設備の保守点検 電気設備の保守点検 維持 執行 定期 単独 。 。
点検等 緊急時の保守点検 緊急時の保守点検 維持 執行 定期 単独 。 。。
の 緊急時の通報 緊急時の通報 維持 執行 日常 単独
。。
f為丁 緊急時の点検・応急措置 緊急時の点検 ・応急措置 維持 執行 日常 単独
。 。。
監視盤 ・響報装置の監視 監視盤・響報装置の監視 維持 執行 日常 単独 。 。
長期修繕計画の立案 長期修繕計画の立案 維持 決定 長期 全員 。 。
長期修繕計画の決定 維持 決定 長期 全員 。
修繕箇所の決定 共用部分修繕の意見まと 維持 執行 長期 全員 。
⑦ め
業者への連絡 業者への連絡 維持 執行 定期 単独
修 修繕の実施 経常修繕，突発的特別修 維持 執行 定/日 単独 。
繕 繕の実施
関 専用部分修繕の受付け 維持 執行 日常 単独
連 専用部分修繕の実施 維持 執行 日常 単独 。
fT 空き家・入退去にともな 維持 執行 日常 単独 。
為 う修繕
修縛積立金の徴収 修繕費の徴収 維持 執行 日常 単独
修繕費用負担折衝 維持 執行 日常 単独
水もれの受付け 水もれの受付け 維持 執行 日常 単独
⑧ 改善計画の策定 改善計画の策定 維持 決定 長期 全員
。 。
喜関連耳
改善に関する窓見調整 改善に関する意見調整 維持 決定 長期 全員
改善の実施 改善の実施 維持 執行 長期 全員 。
専用部分もょうがえ承認 専用部分もょうがえ承認 維持 執行 日常 単独 。
専用部分模様替実施(ー 専用部分模様替実施 維持 執行 長/日 全/単 。
斉〉
集会所の使用綴定作成 集会所の使用規定作成 運営 決定 長期 全員 。
⑨ 
集会所の使用許可 集会所の使用許可 運営 執行 日常 単独 。。
所主盟為
集会所の使用料決定，徴 集会所の使用料決定，徴 運営 決/執 日常 単独 。
収，運用 収，運用
集会所の鍵の保管 集会所の鍵の保管 運営 執行 日常 単独 。
集会所の消掃，あとかた 集会所の清掃，あとかた 維持 執行 日常 単独 。
ずけ ずけ
集会所の修繕の実施 集会所の修繕の実施 維持 執行 長期 単独 。
集会所の改善 集会所の改善 維持 執行 長期 全員 。
駐車協の使用規定作成 駐車場の使用規定作成 運営 決定 長期 全員 。 。
⑬ 駐車場の使用者決定 駐車場の使用者決定 運営 執行 日常 単独 。
駐車連事関
駐車場の使用料決定 ・徴 駐車場の使用料決定 ・徴 運営 決/執 日常 単独 。
収・運用 収 ・運用
駐車スペースの清掃 駐車スペースの清掃 維持 執行 日常 単独 。
不法駐車の取り締まり 不法駐車の取り締まり 運/生 執行 日常 単独 。。
駐車場の改善 駐車場の改善 維持 執行 長期 全員 。
車庫証明の発行 車庫証明の発行 運営 執行 日常 単独 。
(4) 
。⑫ 
J長
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連
行
為
⑬ 
生
活
サ
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ス
行
為
側面
過程
周期
分譲住宅の場合
防火管理者
消防設備の詰轡え
防火訓練の指導・実施
避難経路の為のみまわり
建物の巡回
防犯 ・防火の為の巡回
生活ルールの設定
生活ルールの改訂
管理規違反者の取締り
住い方の指導・相談
入居者間のトラブルの仲
裁
行事・親睦活動の実施
官公庁・町内会との迷絡
用途転用の改善指導
ごみ処理
騒音の苦情受付け
来訪者の受付け
セールスマンの出入り詳
可
行商人の出入り許可
留守宅の預かり物・伝言
集金人への代理支払い
電話の対応
居住者の問い合せ
郵便物の仕分け
募金集め
帰宅による門の開閉
貸し倉庫 ・家具業務
生活の図りごと相談
子供のしつけ
運符 ・運営管理
決定:決定行為
日常日常的
単独・単独担当
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賃貸住宅の場合 側面 過程
防火管理者 生活 執行
消防設備の諮替え 維持 執行
防火訓練の指導 ・実施 生活 執行
遊雛経路の為のみまわり 生/維 執行
建物の巡回 生/維 執行
紡犯・防火の為の巡回 生/維 執行
生活ルールの説定 生活 決定
生活ルールの改訂 生活 決定
契約違反者の取締り 生活 執行
住い方の指導 ・相談 生活 執行
入居者聞のトラブルの仲 生活 執行
裁
行事・線陵活動の実施 生活 執行
官公庁 ・町内会との連絡 生活 執行
用途転用の改善指導 生活 執行
ごみ処理 生活 執行
騒音苦情受付け 生活 執行
不法行為 ・義務違反省の 生活 執行
排除
来訪者の受付け 生活 執行
セールスマンの出入り詩 生活 執行
可
行商人出入り許可 生活 執行
留守宅の預かり物 ・伝言 生活 執行
集金人への代理支払い 生活 執行
電話の対応 生活 執行
居住者の問い合せ 生活 執行
郵便物の仕分け 生活 執行
募金集め 生活 執行
帰宅による門の開閉 生活 執行
貸し金庫 ・家具業務 生活 執行
生活の困りごと相談 生活 執行
子供のしつけ 生活 執行
維持:維持管理
執行:執行行為
定期 :定期的
全員.全員担当
生活生活管理
長期.長期的
周期
定期
定期
定期
定期
定期
定期
長期
長期
日常
日常
日常
日常
日常
日常
日常
日常
日常
日常
日常
日常
日常
臼常
日常
日常
日常
日常
日常
日常
日常
日常
担当の仕方
性質 あてはまる性質をもっている場合はOをつけている
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担当の 性質
仕方 頭脳専門半IJ断現地緊急、
単独 。。。。
単独 。
全員 。。
単独 。
単独 。
単独 。
全員 。 。
全員 。
単独 。
単独
単独 。
全員
単独
単独
単独 。
単独 。
単独 。
単独 。
単独 。。
単独 。。
単独 。
単独 。
単独
単独
単独 。
単独 。
単独 。
単独
単独
単独
経済的に，合理的に行っていくために，費用負担，管狸 を把握する必要がある。既存文献7)および著者が調査を
の担当者，管理組織 ・体制，ルール ・決まりなどの管理 通じて聞き取ったものもあわせて，関係ある項目ごとに
方式を設定し，運営していく行為の総体である。』 管理行為をまとめたものが表2である。
1. 2 集合住宅の管理行為と管理短当者 分譲住宅の管理行為とは区分所有省の団体である管盟
①集合住宅の管理行為 組合と居住者の団体である自治会およびそれらに委託・
管理は行為の総体であると規定した。そこで，管理を 2背負された主体が実施する管理行為が中心である。賃貸
考えていくには具体的な行為がどのようなものであるか 住宅の管理行為とは所有者と居住者，それらから委託 ・
(5) 
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請負された主体が実施する管理行為である。
各行為を三側面に分けてみていく。分譲住宅と賃貸住
宅でほとんど共通しているのは，生活管理に管理する行
為である。生活管理行為には防火・防犯対策のための行
為(⑪防火・防犯関連行為)，共同生活を円滑に行って
いくための行為(⑫共同生活関連行為)，集住して住む
ことの利便性を高めるための行為(⑬生活サービス行為)
があり，分譲，賃貸でほとんど共通してみられる。
維持管理に閲する行為は共用部分の清掃(⑤清掃等の
行為)，⑥設備の保守 ・点検，⑦修繕関連行為，⑧改善
関連行為，および共用施設(集会所，駐車場)の清掃，
修繕，改善行為である。これらの行為も分譲，賃貸で共
通してみられる行為が多いが，専用部分の修繕に関して
は違いがみられる。分譲住宅では専用部分の修繕は管
理組合としては取組まれず，個々の問題となっている
ため，表出していない。一方，賃貸住宅では，専用部分
の修繕は通常居住者である賃借入が発見し，家主に修繕
を依頼し，修繕が実施されることになる。そのため，修
繕の受付けという行為が管理行為として表出し，また，
住宅の所有者と利用者が異なることから，費用負担の折
衝や徴収という行為が生じてくる。
運営管理行為に関しては分譲住宅と賃貸住宅で途いが
大きくなっている。分譲住宅の場合は所有者が複数い
るため，その所有者間の合意形成，および管理の運営方
針を決定していく①管理組合運営行為が中心となる。
また，賃貸住宅でみられるような②入居 ・退去関連行為
や③家賃関連行為はほとんどおこなわれず，管理組合と
しては入居者のコントロールという行為は少なくなって
いる。一方，賃貸住宅の場合は，所有者と居住者が異な
り，所有者は住宅管理を通じて，経営上の寄生性をもと
めるために，入居者の決定や家賃に関する賃貸経営行為
に重点がおかれるようになる。また，分譲住宅と賃貸住
宅で共通してみられる行為は共用施設(集会所，駐車場)
の使用方法，使用者，使用料を決めていくといった運営
行為がある。
以上のように集合住宅の管理は住棟部分の専用(有)
部分と共用(有)部分，オープンスペース，共用施設を
対象に，だれが，いくらで，どのように，利用していく
かを決めていく運営的側面と，その物の保守点検，修繕，
改善という維持管理的側面と，利用者同士の利用や生活
を円滑にするためのルール作成や防火防犯対策などの生
活管理的側面がある。
このように，集合住宅の管理行為はどこを対象にして
いるかという分け方(対象による分け方)，何をするか
という分け方(三側面による分け方)もあるが，行為の
(決定行為
過
空執行行為
住敏内専用車E分二
住棟内共用節分 珂
(6 ) 
生活管理 維持管理 運営管理
(三側面)
図 1.管理行為の対象，三側面と行為の過程
象
) 
過程からも二つに分類することができる(図 1)。 一つ
は管理の方針を決定する過程で実施される「決定行為J
である。具体的には改善をするにあたって，居住者の意
見をまとめ，所有者に要望をだし，両者で話し合い，様々
な条件を検討し，再度意見をまとめ，実施の決定がされ
るといった，これらの過程になされる行為である。二つ
めは，決った方針にしたがって作業をしていく 「執行行
為」である。具体的には委託を受けた業者が改善を実施
したり，修繕を実施したりする行為である。
また，管理行為は行為の周期や担当のしかた，性質な
どが多様である。行為の周期は，ほぼ毎日または月に数
回行う「日常的」行為，月又は年に数回，決まった時に
行う「定期的」行為，数年に一回程度行う「長期的」行
為がある。全体的に日常的行為が多いが，定期的行為と
して設備の点検などの建物維持管理及び家賃や管理費の
会計業務がある。長期的行為は建物の修繕やその他，共
用施設の使い方など，物事の方針を決める行為である。
行為の担当の仕方として，一人または一部の人の担当で
も可能な「単独担当」行為と全員で但当または全員の意
見を反映する必要がある「全員担当J行為がある。 I全
員担当」行為は「決定行為」と共同生活上居住者が全員
でまもる必要があるルールについてや防火訓練の実施等
がある。定期的行為と日常的行為は「単独担当」が多く
なっている。
次に，行為の性格として，単純な労働ではなく頭脳労
働である<頭脳性>， 判断責任のいる<判断性>，専門
的知識が求められる<専門性>，現地で行う必要のある
<現地性>， 緊急時の対応のような<緊急性>がみられ
る。く頒脳性>の高い行為は運宮管理面に多く，<判断
性>の高い行為も運営管理面に多いが， 三側面にわた っ
てみられる。<専門性>の高い行為は維持管理的側面で
設備の保守点検等の行為である。<現地性>が高い行為
は維持管理的側面と生活管理的側面である。
② 管理行為の担当者
先に具体的な管理行為をみた。これらの管理行為をだ
斉雄他・集合住宅における居住者の管理参加
表 3.建築基準法等における管理責任者
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維持管理検査項目 文???
? ??? ? ??? ?
??? 法
建築物の敷地 ・構造，建築設備を常時適法な状態に維持する
ように努める。
その際，準則，計画を作成する。
建築物の敷地・構造・設備について定期的に調査，報告
特定行政庁等は右のものに用途，計画施工状況に関する報告
を求められる。
ただし，住居に立入る時は，右のものにあらかじめ、承諾を
得る。
エレベータ一等の建築設備を定期的に検査，報告
。 。
o 0 
o 0 
(異なる時は行理者)
。 。
。
防火管理者を定め，消防計画の作成，計画にもとづく，消火， 1 0 0 
通報及び遊縦訓練の実施，消防の用に供する設備，点検，整 I (呉なる時は所有者)
備，監督などを行う。
消防計画の作成。
消防の周に供する設備.施設を設置し，維持する。
消防用設備を定期的に有資絡者に点検させ.結果を報告
受水槽.高架水糟の清緑，検査，水質検査
専用水道をもっているものは，水道技術管理者をおく必要が
ある。
水道水が水質2正準に適合するか否かを判断するために定期的，
臨時の木質検査を行う (毎日/月一回)。
浄化槽の保守点検，清掃
501人以上の浄化槽管理者は技術管理者をおかなければなら
ない。
年一回水質検査
Hi気会社は隔年一回技術1基準に適応しているか調査し，迎合
しなかった場合には右のものに通知する義務がある。
。建築基準法8条 1
建築基準法8条2
建築2基準法12条1
。建築基準法12条3
。建築基準法12条4
建築基織法12条2
消防法8条
。 。消防法8条2
。 。。消防法17条 l
(異なる時は契約で決める)
(決っていない協合は全貝〉
。 。。
(異なる時は契約で決める〉
(決っていない場合は全員)。
(設母者)
水道法34条
。
(設置者)
水道法3条 6
19条 1
。
(設置者)
水道法20条
000 
(浄化憎管盟者)
000 
(浄化精管理者)
000 
(浄化糟管理者)。 。
浄化糟法10条 l
浄化槽法10条2
浄化僧法1条
電気事業法67条2
(7) 
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れがどのように担当するかであるがそれは行為の対象 表4.管碑.責任的担当者と実施的担当者の対応パターン
側面，過程，周期，担当の仕方，性絡を考慮し，担以i.(t
を決めていく必要がある。
まず，管理行為の担当省として，例えば，西村一朗は
管理ti:任主体，管理業務主体，管理行為主体とわけで管
理の担当者を考えている九 また，巽和夫 ・高田光雄は
管理の意志、決定主体，業務主体，費用主体という分け方
をしている判。つまり，行為の娘当者には管理を行って
いく責任的担当者と実際に業務を担当している実施的担
当者がある。また，管理の責任者を考えていく上で，管
理貨任者=費用負担者という考え方がある則。しかしな
がら，現状では管理費用負担の論理が明確にされておら
ず， OtJえば公団や公社，公営住宅で共益費とよばれる費
用の内容も様々で，綴拠も明確にされていなLいW、いt日川1)
以上から，管理の担当4有守を考えるには，まず，だれが
何の管理行為の責任的担当者であるかを明らかにしてい
く必要がある。
この場合の管理責任とは 「管理に関する義務とそれを
遂行するための権利Jと定義でき、 ーつは社会に対する
管理責任で，もう一つは管理主体者(所有者，居住省)
聞の管理責任(権利・義務関係)がある。まず，社会に
対する管理責任として，建築基準法などで規定される所
有者，居住者に共通した建物の維持管理責任がある(表
3)。それらに加えて，公的供給の場合は公営住宅法な
どに示される，その供給の福枇的な意味からさらに管理
責任が加わる。また，主体聞の管理責任として，民法・
借家法に規定されるような賃貸人(所有者)と賃借入
(居住者)の関係の他に，供給の目的に応じて各主体聞
の管理立任が規定される。
以上より，管理行為の立任的担当者として住宅の所有
者があげられ，つづいて居住者があげられる。管理の担
当者として所有者，居住者，管理会社，管理人，建設会
社等とする考え方もある。しかし，管理会社や管恩人，
建設会社は管理責任的担当省ではなく，所有者または居
住者から委託，または請負をうけた実施的担当者・である。
その為に，管理責任的社l"i者と実施的担当者の対応はJJIl
J命的には表4の六つのパターンになる。
今までの考え方として.物財については一般的に所有
者に管理責任があるために住宅の管理も所省者が行う
べきもの，つまり管理責任的担当者は所有者のみである
という考え方があった。しかし，法律においても居住者
にも建物の維持管理義務が存在しており，分譲共同住宅
でも賃借入の管理・利用に|刻する義務・権利を認めてお
り，居住者の管理への係わりの必要性が明確化されてい
る。また，管理の目的には使用価値 (居住性)と交換価
立任的担当者 実施的担当者
① 所有者 所有者
② 所有者 活住占5
③ 所有者 第 三 者本
④ 居住者 所有者
⑤ 居住者 居住者
⑥ 屑住者 第 三 者*
本管斑会社，管理人，建設会社等
表5.管理賞任的担当者と主な管理目的
五昌之空居住 収益 処分 福祉 社会性 性 性 性 性
所有者(公的賃貸住宅) 。。
所有者(民間 " 。
居住者(所有権がある) 。 。
居住者(所有権がない) 。一
値(処分性，収益性)という体系があり，これらが相矛
盾することもあり，所傷者と居住者が異なる湯合には，
所有者のみによる管理は交換価値的側面のみが追求され
て管理が運営される可能性がある(表5)。
法規定では，管鹿の範囲は建物の維持管理的側面が多
く，生活管理的側面を含めた集合住宅の管理全体を包括
していない。しかし，管理の白的の一つの「居住性」と
いうことを考えると，生活管理的側面も含めた幅広い管
理の範囲を考えていく必要があり，居住者としての管理
への係わりが求められる。また，住宅には先に述べたよ
うに私的財的な性絡もあるために，さらにその使用者で
ある居住者の係わりが求められる。特に集合住宅の場合
は共用財的性絡もあり，居住者全員の合意をえた方法で
共用空間の適切な共同利用をはかつていくことが必要で
ある。
以上のような点から，法規定および各管理行為の側爾
を考慮すると， 1守理責任的担当者は管理項目5.llでみると
表6のように示される。
2.集合住宅管理の既往研究と現状の課題
2. 1 集合住宅管理の既往研究
集合住宅の管理をどのようなシステムで行っていくか
ということが集合住宅管理の中心的な課題となる。すな
わち，各種管理行為についてだれがどのように管理方針
を決定し，どのような組織と人間によって処摩していく
かを合理的に決定していくことが管理問題の発生を防ぎ，
問題を解決していくために基礎的に重要なことである。
(8) 
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ける低所得.('iwiの納加 ・集積の実態が旬明lらかにされてい
る7.>'ロ叫九2幻~}〉。 また， ~辿i主:宇符?やI地首築というストツク改 t符芹という視点
から;論命じているものがあるグ山3ω九》、。包管:.f!珂型方弘法.に閃しては公営
住宅の場合lはまr行Y守7即~7水1<1準準草隼iの低さと総合的なT符干E理霊のあり方の
未確立立.方かit指旨摘されており
式からのi変E化により，所有者による生活管理的側面の欠
如が指摘されている山。 民間賃貸住宅でに関しては経営
分析，経符実態IE梶といった，経?ヰ的側而からの研究が
多くなされている1九 また，先に述べた公的賃貸住宅の
伸び悩みから民間住宅経営者への公的な融資が行われ，
それらの住宅を中心とした民間賃貸RC造住宅の経営 ・
管理実態を凋資したものがあるー。この研究からの指摘
にもあるように民間賃貸住宅は経常 ・Tr理方法がシステ
ム化しておらず.経営上や維持管理面で問題を多く抱え
ている。そこで，公的融資住宅以外も含めた民間賃貸住
宅の管理実態凋炎が実施されており.蚊近の傾向として
所有.{!fはTi'盟を委託する傾向があり，所イiと管原が分離
する傾向にあることが示されている山。 以上のように，
賃貸住宅においては運営管理的側面，特に管理方法 (管
理形態等)に関する研究が行われておらず.経営分析と
経営・特質!実態を把梶する段階にとどま っている。
一方，分泌共同住宅では複数の区分fir行省による管型
を実織しなければならないため，i1!常 1:の怠見調整等が
難しく，多くのn~毘問題を生み.この 10年，運営管理に
関する研究がなされてきている。Ti'fl1ili営実態を建物状
態との関係からみた研究19) 分必会社の悦絡との関係か
らみた研究ふ， 賃借入の存在との関係からみた研究"が
ある。運営官時!のなかでも，特に官恕行為の相当f子居
住持のn'FP.への係わり方に関する研究として，管理形態
に関する研究1'1 委託符理形態に関する研究? 居住者
の管理怠識“に関する研究等がある。これらからあきら
かになった点は， 1.管理行為は建物の状態によってそ
の必要な尽と質が異なってくる。特に戸数規模が大きく
なると， u;l1Ilの専門性や合理性が尚くなり.管理会社へ
の委託か必要になる。 2.委託管理のなかでも管廻会社
が伺吋する業務の迷いを生み出す~附は住戸数と組合の
主体性である。つまり， 住戸数が多くても組織に主体性
があればl，tjftf1で行っていくことがuJ能である。 3.居
住者か自分たちで11"理を行っていくためには，Il'l同質
な居件:-d府であること，居住持があるていと管理に関心
があることが必要である。 4.妓近，所千f権のえよい居住
者(質的人)の附加が居住汗による1'i'.Ef1l述?汚を閑難にし
ている。 5.~状の行珂方式は分a会社の彬寺中，当初に
設定されたものの影響が大きいl
つまり，分譲共同l住宅における現状の管煙運営の方法，
斉藤他 :集合住宅における居住者の符開参加I
?「
表6.TIf!JI!Jj目別管理責任的拘当.(!j
??????
「τ狸
① 管理組合の述書?行為
号入居・退去l刻i1l行為
③家賃関述行為
④管理費 ・共俗資関連行為
⑤ 清掃などの行為
⑥保守点検等の行為
⑦ 修繕関i!li行為
⑧ 改善関巡行為
⑨集会所関迷行為
⑪駐車場関連行為
⑪防火妨犯関迎行為
⑫共同生活関述行為
⑬ 生活サービス行為
H 1自
(9 ) 
そのために，だれがどのように管理を行っていくかと
いう運営管理的側面からの研究が重要になってくる。
そこで，集合住宅の運営管関的側面からの研究.特に官2
理但当者に関する既往の研究をみてみる。
まず，集合住宅の管J!J1に関する研究は1970C附如何)年
代から本格的にみられるようになる。それまでの0'.宅TI
EIlの研究は経済的側面と物E型的側面，つまり，家庭D'.Ill1
の流れのもの(住'f:inや住民党に関するもの)と建物メ
ンテナンスのものとに大きくわかれていた。戦後， 26年
の公営住宅法，30年の日本住宅公団の設立により，本絡
的な集合住宅建設が行われるようになる。また.それま
では賃貸形式が主であったが， 37年に区分所釘法ができ，
分譲形式のものも多く供給されるようになった。そこで
上l本における集合住℃の供給もいよいよ本格化され.m
合住宅の管理研究が行われるようになる。
集合住宅の場合は.従来，分譲住宅か賃貸住宅かによっ
て，その管理方法が別々に考えられてきた。つまり.分
譲形式 (分譲共同住宅)では所行者自らが居住省である
ことが多く、所fH1( 肘住街)が管理組合を結成し，
oI.liI;:)管理を行う。一方， 111:形式の場合は一般的には符
fll.l丘任はその住宅のri庁u.(1にあるといえ，所u省によっ
て管理が速営されることになる。そのために.'ITfll1の研
究は賃貸と分選はわけで取り扱われてきた。さらに，賃
貸の場合は公的供給(特に公営住宅)と民間供給では供
給目的が異なるために.わけで取り扱われてきている。
賃貸住宅ではまず公的供給のものをとりあげてみると。
公共性が一番高く求められる公営住宅では，人制点の選
定や対価の適正化という悦点から賃貸経営にl刻して論じ
ているものが多く，その只体的事例として公-:W:宅にお
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管理形態および委託形態は分譲会社の影響も大きいが，
住戸規模，組織の主体性，管理意識，居住者層，居住者
の所有形態の状況によって異なってきている。
2. 2 集合住宅管理の課題
以上のような研究状況から次の点が指摘できる。一つ
には従来の集合住宅の管理研究は分譲と賃貸をわけで考
えてきているために，現状の集合住宅の実態にあわなく
なってきている。つまり，現在の分譲共同住宅は「所有
者=居住者」の法則がくずれ，様々な所有・居住形態の
集合住宅がうまれている。その為に，管理方式も分譲か
賃貸かではな く，集合住宅の所有 ・居住形態に応じたも
のを設定していく必要がある。
表7.所有・居住形態別集合住宅の分類
おで居住者はす 所有者と賃借 居住者はすベて所有者 人が混住 べて賃借入
① 分譲7 ②分譲マンシ ③投資型マン
区分所有
ンション ョン ション
(純粋型) (一部賃貸化) (ワンル ムー ・
マンション等)
④等価交換マ ⑤共同事業マ
ンション等 ンション等
区分所有
旧地主等が 旧地主等と
複数住戸を アィベロッ
者の一部
所有し，賃 ノマ一等で区
が数区画
を所有
貸する。他 分所有する
住戸はディ が，すべて
，、ごロッノマーー 賃貸
が分譲
⑥自宅 ・賃貸 ⑦賃貸共同住
単独所有 住宅併用共同 宅
住宅l大久保和夫集合住宅の管理上の諸問題 l 
ジュリスト 1989.2.15 P15 J 
二つめには集合住宅の多くは借家形式のものが多いが，
賃貸集合住宅の運営管理に関する研究がほとんど行われ
ておらず，所有者からみた経営的側面の研究が主で，生
活管理も含めた管理方法，また管理形態を考える研究が
行われてこなかった。
三つめには分譲住宅，賃貸住宅ともに所有者が自ら管
理業務を遂行するのでなく，委託することが進んでいる
が，業務の委託はなぜ，どんな時に行われるのか.それ
を住宅特性，特に人的条件，所有者と居住者の条件から
明らかにしようとした研究が行われていない。
四つめには以上の全ての点と関連しているが.管理行
為の委託先としての可能性も含め，住宅の住み手，居住
( 10) 
者としての管理参加，管理への係わり方という視点から，
管1H!方法を考えていく研究がおこなわれてきていない。
3.集合住宅における居住者の管理参加を
考えていく必要性
近年，分穣共同住宅が多く供給されて，住み手である
居住者がなんとか力をあわせて自分たちで管理を行って
いこうとする傾向がみられるようになってきた。しかし
ながら，この場合の居住者とは，住宅の所有権を持って
いる所有居住者で，居住者(住み手)としての管理参加
より，むしろ所有者としての管理参加の側面が大きい。
しかし，近年，分譲共同住宅でも所有(者)と居住 (者)
が分離し，所有者としての管理参加と別の意味での居住
者としての管理参加，つまり賃借入の管理参加が必婆に
なっている制。
一方， 賃貸住宅でもイギリスやアメリカでみられる管
理コーポのように居住者 (賃借入)による管理逮営が実
施され，居住者の積極的な管理参加がみられるようになっ
ている制。 このような状況のもとで，居住者の管理参
加の意義を考えてみると次のようになる。
1.傷みやかしの早期発見，早期対応
まず，住戸の専用部分について傷みやかしを発見しや
すいということがある。住宅には排他性があるためにi
一度利用者が決定されると，所有者といえども自由に出
入りができなくなる。また，住宅のいたみ，特にかしに
関してはいくら新築でも利用しなければ発見できないも
のがあり.そのためにかし責任も「かしの発見から一年
以内」聞 となっている。また，共用部分に関しでも毎日
利用している居住者が傷みや修繕の必要なところを発見
しやすい。
2.住空間の質の向上
居住性，すみごこちを評価できるのは居住者であり ，
居住者が使っていくなかからあらたな住要求が生まれて
くる。生活と空間が矛盾なく機能していくには，これら
の妥求をうけいれつつ空間の改善をつとめていかなけれ
ばならない。
3.居住者の空間への愛着
居住者が実際に消掃などを通じて空間に係わることか
ら， その建物への愛着がわき，空間を大切にっかうこと
になる。
4.共同生活様式の確立
集合住宅の管理は生活と密接した行為が多く，住宅を
使うがゆえに，人聞が居住するがゆえに必要になってく
る行為がある。これらは特に共同生活にかかわる行為で
ある。また，建設時には想定できなかった行為もある。
斉藤他・集合住宅における居住者の管思参加
特に集合住宅とは居住者が共同で暮してい くと ころで，
居住省持が快適に暮していくには，共同生活織式をE在立
していくことが必要である。例えば，決まりやルールを
つくることがこれにあたるが，それ以外にも居住者どう
しの略・黙の了解などがあり，居住者一人一人が自覚し，
実行していくことが必婆である。
5.住民自治による生活環焼づく り
住宅は家族や個人と地滋社会をつなぐ役割を果たして
いる。現在の都市社会は共同で利用し，維持し，管理を
していくという集団的消費社会である。しかし，共有物
が自にみえないために，共同で管理をしていくという意
識が低いが，このような共同管理を通して居住者がお互
いに利害調整をしていくことは都市政治の第一歩となり
うる。また，居住者の管Illi参加は地域社会への感心を高
め，住民自治による生活環境づくりへと発展していく可
能性がある。
6.所有者と居住者の相互理解
住宅が生活の基費量であることから，大家と脂子といっ
た特殊な相互関係ができていた。近代社会ではこれを借
家法の継利 ・義務で割切ろうとしているが，この人間関
係の調整が難しく，従来からの住宅管理の大きな課題で
あった。このように，居住省と所有者が災なる時，居住
者が管廻に参加することで，お互いの責任を分担し，そ
れを実行することになり.相互の理解が深まり信頼関係
を育てることになる制。
7 居住者条件にみあった管理方法
居住者の価値観や生活スタイルが多臓になっている現
在において，居住者が主体的に管理に係わることから居
住者条件にみあった管理の方法を選択できる。
8.所有者にとって管理の入手や手間の省略
居住宅?に管理をまかせることで所有者は管理に関する
入手や手聞が省力できるという，経営的手IJ点がある。
以上のような「居住者の管理参加」のメリットがあげ
られる。また，延藤安弘も管理への居住者参加のメリァ
卜として，次のような指摘をしている。
まず，居住者参加型管理は， i居住者がみずから身近
な環境に自発的に係わらないところでは，空間は衰退し
ていく。 修繕や改善要求に機敏に反応しない管理状況で
は住み手は団地からはなれていくJとし，参加の効果と
して，1.費用節約と空間の質の向上，2.情報ネット
ワーク機能ができる， 3 築住生活の発展 4 専門家
と違うパラダイ ム転換， 5.各主体の自己実現効果があ
る。そのための条件として，1.そしきづくり， 2.専
門家のサポート， 3.人的資源， 4.住込のしかけづく
りが必要であると指摘している問。
-165-
一方， 参加のデメリ y 卜も考えられる。一般的に参加
は， i 1.参加それ自体にお金がかかる， 2.参加が変
化を妨げ，革新をおくらせることによって費用がかかる，
3.参加によらないで単なる学受者にとどまる方が時間
的，金銭的，エネルギー的に参加者の利益になるかもし
れない」鈎)等の意見があり，参加についての社会的収支
計算をすることは難しし、。
このように，居住者の管理参加の必要性が指摘されて
いるが，その直接的，間接的効果を計ることが難しく ，
居住者の管理参加の意義，方法を考えていくことが行わ
れていない。しかし.住宅管理は，所有者と居住者の関
係を含み，所有者と居住者が協力して住宅の価値を維持・
発展させていくものである。そのために，所有権をもた
ない居住者も住宅のすみ手としていかに管埋に係わって
いくべきか，居住者としての管理参加の意義を明らかに
し.その方法を考えていくことが，集合住宅管理におけ
る重要な課題となってきている。
4. 居住者の管理参加を考えていくよ
での研究課題
現在，居住者がどんな時，どのように管理に係われば
よいのか，その方法が明確にされていない。従来からも
居住者の管理参加の必要性が指摘されているが，この場
合の多くは分譲共同住宅の居住者のように，所有者とし
ての性格をあわせてもっている溺合が多くある。そのた
めに，住宅のすみ手である 「居住者」としての管盟参加
についてはその意義や方法が明確になっていない。そこ
で，所有権のない居住者である 「賃借入」の管理参加に
注目をし.その意義や方法をみていくことで，住宅の{主
み手である「居住省Jの側面をより明確にしていける。
まず，居住者の管理参加の考え方として，基本的には
住宅の所有者(家主)と居住者(賃借入)で役割lを分担
し，それをお互いの条件に応じて補完しあうことが必要
である。役割分担を行わずして.居住者の管理参加を促
すことは，それが所有者の管理責任回避にもなりかねな
い。 次に，居住~の管理参加の方法は各住宅ごとに各々
の条件に応じた方法をとっていくことが必要である。つ
まり，建物の条件ーによって必要な符理行為の益と質が異
なり，所有者および居住者の条件によって管理を実施し
ていく考え方 (経営意向や管理怠識〕や能力(管!!Il担当
能力)が異なってく るからである (図2)。
そこで，居住省の管理参加を考えていくには，所有者
と居住者がどのように管理の役割lを分但しているか，管
J!l1分担の実態調資を通し，どんな条件のとき，どんな管
理行為を，なぜ居住者が行っているのかを明らかにして
?????、
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-人数
・所有者(組織)の
性絡
・経営意向
・居住形態
-人数
・居住者の属性
.管理意識
・居住者組織の性絡
.所有形態
図2.居住者参加の規定要因
いく必要がある。つまり表6にしめした各管理項目の行
為が仮説どおりに所有者または居住省によって実施され
ているのか，どんな場合にどんな行為がこの仮説どおり
に実施されないのか，その理由はなぜであるのかを明ら
かにしていくことである。
具体的には管理の第一義的責任者である所有者の条件
の速い，所有者が複数か単数か，また単数の場合は公的
か民聞かに注目し，それぞれの場合に居住者がどんな管
理行為を実施しているかの実態調査を実施する。管盟行
為の担当者は，管理行為の<管理項目>によって異なる
のか，それとも<対象><三側面><行為の過程><担
当の仕方><周期><性絡>によって異なるのであろう
か。また，所有者の条件，居住者の条件，建物の条件が.
どのように居住省の管理参加状況の相途を生みだしてい
るのかの実態を把握していく。このことを通じて.居住
者が住み手として管理に参加することの意義と居住者が
管理に参加する条件を明らかにでき，各住宅に応じた管
理方法(だれが何の行為を担当するのか)を考察してい
くことが可能となる。
j主
1 )文献J)のP42
2)ハードとソフト， rもの」と 「ひとJというこつの
側面でとらえている場合もある。例えば，山本f三は
生活管理，物理的施設管理というこ面でとらえている
(文献12)。
3)文献3)P1-2と文献1)P43 
4)文献13)
5)文献4) P 7 
6)文献2)のP2 
( 12) 
7)文献1)-11)より具体的な管理行為を抽出し，ま
とめた。
8)文献4)P 10 
9)文献14)
10)西村一朗は文献4)のなかで「管理立任主体とは管
理の基本的方針や内容を決定したり，修正したり，問
時に主要な資周を負担する」と定義している。
11)公的賃貸集合住宅の共益費の内容分析に関しては文
献15)でのべている。
12)平山陽介他，大村藤子他，田中勝他らによる研究が
ある。
13)リム ・ポン他等による研究がある。
14)文献3)P. 41 
15)文献20)
16)小泉重信，三宅醇，片方信也，早川文夫.森本信明
らによる研究がある。
17)文献21)をはじめとし，首都圏，大阪幽，領岡，仙
台の研究がある。
18)住宅総合センターによる文献10)，23) -26)の研究
がある。
19)文献26)
20)文献27)
21)文献28)
22)文献6)
23)文献29)
24)文献1) 
25)分泌共同住宅で所何と居住の分艇という「賃貸化」
の状態，それによる管理への影響，賃借入の管理参加
については文献16)でのべている。
26)文献5)17) 
27)かし保託制度は民法第570条および566条3項にあり，
重大な欠陥があった場合は発見の日から一年以内に業
者に消求すればよいことになっている。
28)例えばアクタピアヒルの住宅管理方式は一つには所
有者と居住者とのn任分担，もう一つは所有者と居住
折の完全な尊敬を原則としている。つまり，家主，入
居者がともにお互いの義務を果たし，相互の責任の実
行によって，両者の信頼関係が発展できると考えてい
る(文献18)。
29)文献5)
30)文献19)
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Summary 
Apartmcnt hOllsings are increasing remarkly in urban area. Now， it is very important to study management system 
on Apartment housings. 
In thi~ paper， we arrange a conception of housing managcment and point out the importance of inhabitants' partici-
pation at management of Apartment housings. 
The outline of this paper is the followings 
1. 80th owncrs and inhabitants are responsible for housing management. 
2. lt is necessary for inhabitants to participate housing management. 
3. TIle existing studics don 'trefer to this point 
4. The inhabitant's aJlotted works varies with the condition of owners and the condition of inhabitants 
( 13) 
